（別　紙）

答　　　　申

審査会の結論

　北九州市長（以下「実施機関」という。）は、本件異議申立ての対象となった行政文書の不開示部分のうち、次の部分を開示すべきである。その他の部分を不開示とした処分は妥当である。

１　北九州市のホームページに掲載されている情報及び当該情報から一般に知り得る情報（以下「ホームページ掲載情報等」という。）

２　領収書の発行者欄に記載された情報のうち、交際の相手方に関する情報でないもの（印影を除く。）

３　振込受付書に記載された情報のうち、事業を営む個人名

第１　異議申立てに至る経緯等

　１　異議申立人は、平成１５年３月１０日、北九州市情報公開条例（平成１３年北九州市条例第４２号。以下「条例」という。）第５条の規定に基づき、実施機関に対して次の行政文書の開示請求（以下「本件請求」という。）を行った。

　　「2002年12月分と2003年1月分の市秘書室所管の交際費のうち、末吉興一市長が使用した分に関する一切の支出関係の文書」

　２　実施機関は、本件請求に係る行政文書（以下「本件行政文書」という。）について、平成１５年３月２４日付で、行政文書の一部について開示を行わない旨の決定（平成１５年３月２４日付北九秘第１４号。以下「本件処分」という。）を行い、異議申立人に通知し、異議申立人は、当該行政文書一部開示決定通知書を平成１５年３月２５日に受領した。

　３　異議申立人は、平成１５年５月２３日、本件処分を不服として、行政不服審査法（昭和３７年法律第１６０号）第６条の規定により実施機関に対し異議申立てを行った。

　４　なお、本件異議申立ては、同法第１２条の規定に基づき、異議申立人より委任を受けた代理人によって行われたものである。

第２　異議申立人の主張要旨

　１　異議申立ての趣旨

　　　異議申立ての趣旨は、本件処分の取消しを求めるというものである。

　２　異議申立ての理由

　　　異議申立人が、異議申立書、意見書及び審査会における口頭意見陳述で主張している異議申立ての主たる理由は、次のように要約される。

（１）実施機関は、条例第7条第1号(個人情報)、第2号(法人・企業情報)、第5号（意思形成過程情報）、第6号（事務・事業情報）に該当することを不開示理由としているが、それぞれ不開示部分がどの号に該当するのかが不明である。
（２）北九州市のホームページでは、市長の日程を全面公開しているが、今回の不開示情報には、そのホームページから判別できる部分も含まれており、整合性を欠く。
（３）北九州市は、交際費について新たな開示基準を設け、今回不開示となった部分についても、平成１５年７月分から開示する予定である。ということは、今後、２つの開示基準が存在する事態となる。その点からも、新たな基準の適用にあたっては、除外する対象を設けることなく実施すべきである。

（４）以上のとおり、本件処分は、条例に反し違法である。

第３　異議申立てに対する実施機関の説明要旨

　　　実施機関が理由説明書及び意見聴取等において主張している内容は、概略次のとおりである。

　１　資金前渡出納簿の摘要欄について
（１）資金前渡出納簿の摘要欄には、慶祝、弔慰を支出する際の相手方の個人名及び法人等の名称が記載されている。このうち個人名については、条例第７条第１号の「特定の個人を識別することができるもの」に該当し、法人等の名称については、第２号の「公にすることにより、当該法人等又は当該個人の権利、競争上の地位その他正当な利益を害するおそれのあるもの」及び 第５号の「公にすることにより、率直な意見の交換若しくは意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれがあるもの」に該当する。

（２）さらに、これらを開示することで相手方との信頼関係を損ない、以後の交際業務に支障をきたすおそれがあるため、条例第６号の「公にすることにより、当該事務又は事業の性質上、当該事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるもの」にも該当する。

　２　一般支出決議書について

（１）一般支出決議書の購入理由及び用途欄には、購入した物品を渡す相手方の氏名が記載されており、これらは条例第７条第１号の「特定の個人を識別することができるもの」に該当する。また、これらを開示することで相手方との信頼関係を損ない、以後の交際業務に支障をきたすおそれがあるため、第６号の「公にすることにより、当該事務又は事業の性質上、当該事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるもの」にも該当する。

（２）一般支出決議書の納入場所欄には、相手方の自宅住所や行事開催会場が記載されており、これらは、条例第７条第１号の「特定の個人を識別することができるもの」に該当する。また、これらを開示することで相手方との信頼関係を損ない、以後の交際業務に支障をきたすおそれがあるため、第６号の「公にすることにより、当該事務又は事業の性質上、当該事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるもの」にも該当する。
　３　見積書について

（１）見積人の印影は、条例第２号の「公にすることにより、当該法人等又は当該個人の権利、競争上の地位その他正当な利益を害するおそれのあるもの」に該当する。また、これらを開示することで相手方との信頼関係を損ない、以後の交際業務に支障をきたすおそれがあるため、第６号の「公にすることにより、当該事務又は事業の性質上、当該事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるもの」にも該当する。
（２）見積書に記載されている相手方住所や行事開催会場は、条例第１号の「特定の個人を識別することができるもの」に該当する。また、これらを開示することで相手方との信頼関係を損ない、以後の交際業務に支障をきたすおそれがあるため、第６号の「公にすることにより、当該事務又は事業の性質上、当該事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるもの」にも該当する。

　４　領収書・振込受付書について

（１）領収書に記載されている個人名は、条例第１号の「特定の個人を識別することができるもの」に該当し、法人等の名称及び住所は、第２号の「公にすることにより、当該法人等又は当該個人の権利、競争上の地位その他正当な利益を害するおそれのあるもの」に該当する。また、これらを開示することで相手方との信頼関係を損ない、以後の交際業務に支障をきたすおそれがあるため、第６号の「公にすることにより、当該事務又は事業の性質上、当該事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるもの」にも該当する。
（２）振込受付書に記載されている振込先の金融機関の名称、預金種別、口座番号及び口座名義人（以下「金融機関名等」という。）は、第２号の「公にすることにより、当該法人等又は当該個人の権利、競争上の地位その他正当な利益を害するおそれのあるもの」に該当する。

　５　支払証明書について

（１）支払証明書の使途理由欄には、慶祝、弔慰を支出する際の相手方の個人名及び法人等の名称が記載されている。このうち個人名については、条例第７条第１号の「特定の個人を識別することができるもの」に該当し、法人等の名称については、第２号の「公にすることにより、当該法人等又は当該個人の権利、競争上の地位その他正当な利益を害するおそれのあるもの」及び 第５号の「公にすることにより、率直な意見の交換若しくは意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれがあるもの」に該当する。
（２）さらに、これらを開示することで相手方との信頼関係を損ない、以後の交際業務に支障をきたすおそれがあるため、条例第６号の「公にすることにより、当該事務又は事業の性質上、当該事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるもの」にも該当する。

６　結論

　　　以上のとおり、本件処分は条例の規定に合致しており、本件異議申立ては理由がないものと考える。

第４　審査会の判断

　当審査会は、異議申立ての対象となった本件行政文書を個別、具体的に検討した結果、以下のように判断する。

　１　本件行政文書の概要等

　（１）本件行政文書は、平成１４年１２月及び平成１５年1月に市長が使用した秘書室所管交際費の支出関係文書（予算管理簿、資金前渡出納簿、一般支出決議書、見積書、領収書、振込受付書、支払証明書及び支払精算書）である。なお、予算管理簿及び支払精算書については、不開示とされた部分はない。

　（２）本件行政文書に記載された本件不開示情報は、以下のとおりである。

ア　資金前渡出納簿の摘要欄における個人名、肩書き、法人等の名称及び行事の名称

イ　見積書の仕様欄における個人名

ウ　見積書の納入場所欄における個人名、住所及び会場名

エ　見積書の見積人欄における自宅電話番号及び法人等の印影
オ　一般支出決議書の納入場所欄における個人名、住所及び会場名

カ　一般支出決議書の購入理由及び用途欄における個人名、肩書き及び用途

キ　領収書の発行者欄における個人名、肩書き、法人等の名称、印影、住所、電話番号及びファックス番号
ク　振込受付書における金融機関名等
ケ　支払証明書の使途理由欄における法人等の名称、個人名、肩書き及び行事の名称
　２　条例第７条第１号（個人情報）、第2号（法人・企業情報）、第5号（意思形成過程情報）及び第6号（事務事業情報）について

　　

　（１）条例第7条第1号は、「個人に関する情報（事業を営む個人の当該事業に関する情報を除く。）であって、特定の個人を識別することができるもの（他の情報と照合することにより、特定の個人を識別することができることとなるものを含む。）又は特定の個人を識別することはできないが、公にすることにより、なお個人の権利利益を害するおそれがあるもの」は不開示とすることを定めている。

　　　　本号は、個人の権利利益の十分な保護を図るため、特定の個人が識別される情報について不開示とすることを定めたものである。

　　　　一方、本号ただし書では、

　　　ア　法令の規定により又は慣行として公にされ、又は公にすることが予定されている情報

イ　人の生命、健康、生活又は財産を保護するため、公にすることが必要であると認められる情報

ウ　当該個人が公務員である場合において、当該情報がその職務の遂行に係る情報であるときは、当該情報のうち、当該公務員の職及び氏名並びに当該職務遂行の内容に係る部分(これらの部分を公にすることにより当該公務員の個人の権利利益を害するおそれがある場合にあっては、当該部分を除く。)

については、開示すべきことを定めている。

　

（２）条例第7条第２号は、「法人その他の団体（国及び地方公共団体を除く。以下「法人等」という。）に関する情報又は事業を営む個人の当該事業に関する情報であって、公にすることにより、当該法人等又は当該個人の権利、競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがあるもの」は不開示とすることを定めている。

　　　　本号は、法人等又は事業を営む個人の適正な事業活動を尊重し、正当な利益を保護する観点から、公にすることにより、事業を行うものの権利、競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがある情報については、不開示とすることを定めたものである。

　　　　一方、本号ただし書では、「人の生命、健康、生活又は財産を保護するため、公にすることが必要であると認められる情報」については、開示すべきことを定めている。

　

（３）条例第7条第５号は、「市の機関並びに国及び他の地方公共団体の内部又は相互間における審議、検討又は協議に関する情報であって、公にすることにより、率直な意見の交換若しくは意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれ、不当に市民の間に混乱を生じさせるおそれ又は特定のものに不当に利益を与え若しくは不利益を及ぼすおそれがあるもの」は不開示とすることを定めている。

　　　本号は、市の機関等における意思決定前の情報を公にすることにより、市及び国等の機関の意思決定に支障が生ずるおそれ、又は市民の間に誤解や混乱等が生ずるおそれがある情報については、不開示とすることを定めたものである。

（４）条例第7条第６号は、「市の機関又は国若しくは他の地方公共団体が行う事務又は事業に関する情報であって、公にすることにより、当該事務又は事業の性質上、当該事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるもの」は不開示とすることを定めている。
本号は、市の機関等が行う事務又は事業の適正な遂行を確保する観点から、当該事務又は事業の遂行に支障を及ぼすおそれがある情報について、不開示とすることを定めたものであり、アからオまでの例示を挙げている。
ア　監査、検査、取締り又は試験に係る事務に関し、正確な事実の把握を困難にするおそれ又は違法若しくは不当な行為を容易にし、若しくはその発見を困難にするおそれ

イ　契約、交渉又は争訟に係る事務に関し、市、国又は他の地方公共団体の財産上の利益又は当事者としての地位を不当に害するおそれ

ウ　調査研究に係る事務に関し、その公正かつ能率的な遂行を不当に阻害するおそれ

エ　人事管理に係る事務に関し、公正かつ円滑な人事の確保に支障を及ぼすおそれ

オ　市、国又は他の地方公共団体が経営する企業に係る事業に関し、その企業経営上の正当な利益を害するおそれ

３　本件不開示情報（交際の相手方に係る情報等）の上記各号該当性判断

　　　　

（１）条例第７条第1号（個人情報）該当性判断
本件不開示情報のうち、本号に該当するとして不開示とされた情報は、

以下の情報である。

ア　資金前渡出納簿の摘要欄における個人名、肩書き及び行事の名称

イ　見積書の仕様欄における個人名

ウ　見積書の納入場所欄における個人名、住所及び会場名

エ　見積書の見積人欄における自宅電話番号

オ　一般支出決議書の納入場所欄における個人名、住所及び会場名

カ　一般支出決議書の購入理由及び用途欄における個人名、肩書き及び用途

キ　領収書の発行者欄における個人名及び個人の印影

ク　振込受付書における個人名

ケ　支払証明書の使途理由欄における個人名、肩書き及び行事の名称

このうち、上記クに記載された情報は、事業を営む個人の当該事業に関する情報であるので、本号本文には該当しない。その他については、明らかに個人に関する情報であって、特定の個人を識別することができるものであるので、本号本文に該当する。ただし、このうちホームページ掲載情報等については、慣行として公にされている情報であるといえるので、本号ただし書アに該当する。

（２）条例第７条第２号（法人・企業情報）該当性判断
本件不開示情報のうち、本号に該当するとして不開示とされた情報は、

以下の情報である。

ア　資金前渡出納簿の摘要欄における法人等の名称及び行事の名称

イ　見積書の見積人欄における法人等の印影

ウ　領収書の発行者欄における法人等の名称、住所、電話番号及びファックス番号

エ　領収書の発行者欄における法人等の印影

オ　振込受付書における金融機関名等

カ　支払証明書の使途理由欄における法人等の名称及び行事の名称

このうち、上記ア、ウ及びカには、市長の交際の相手方に関する情報が含まれている。市長の交際の相手方となったことが法人等の営業に関する情報に該当し、これを公にすることにより当該法人等の競争上の地位その他正当な利益を害することもあり得る。しかし、本件不開示情報は、それに該当しない。

また、上記ア、ウ及びカにおける相手方に関する情報以外の情報についても、これを公にすることにより当該法人等の競争上の地位その他正当な利益を害するとは認められないので、本号に該当しない。

なお、上記イ、エ及びオについては、平成１５年７月１日以後に作成し、又は取得した行政文書について適用することを定めた「交際費の執行に係る行政文書の開示基準」に従えば、原則として開示するものである。しかしながら、この開示基準に基づく開示は、あらかじめ基準を公表し、開示することを周知した後で開示することとしたものである。このため、開示基準適用日以前に、かかる手続を踏むことなく執行された交際費に係る行政文書の取扱いは、この基準によるべきではないと考える。

また、本件処分の時点においては、平成９年７月に定めた「食糧諸費の執行に係る公文書の公開基準」が運用されており、一般的にこれらは事業活動上の内部管理情報であり、これを公にすることにより当該法人等又は当該個人の競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがあると認められるので、開示しないものとされていた。

したがって、当該行政文書は、開示基準の周知がなされる前に執行された交際費に係るものであることから、実施機関が「食糧諸費の執行に係る公文書の公開基準」の考え方を踏まえて、これらを不開示としたのは妥当であり、本号に該当する。

（３）条例第７条第５号（意思形成過程情報）該当性判断
　　　本件不開示情報のうち、本号に該当するとして不開示とされた情報は、資金前渡出納簿の摘要欄に記載されたテレビ番組の名称である。このテレビ番組は、本件行政文書開示請求の時点においては、既に放映が終了しており、これを公にすることにより、率直な意見の交換若しくは意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれ等があるとは認められない。また、その内容についても、単なる番組名に過ぎず、審議、検討又は協議に関する情報とは言いがたい。したがって、本号には該当しない。

（４）条例第７条第６号（事務・事業情報）該当性判断
本件不開示情報のうち、本号に該当するとして不開示とされた情報は、

以下の情報である。

ア　資金前渡出納簿の摘要欄における法人等の名称、個人名、肩書き及び行事の名称

イ　見積書の仕様欄における個人名

ウ　見積書の納入場所欄における個人名、住所及び会場名

エ　見積書の見積人欄における印影

オ　一般支出決議書の納入場所欄における個人名、住所及び会場名

カ　一般支出決議書の購入理由及び用途欄における個人名、肩書き及び用途

キ　領収書の発行者欄における住所、個人名、肩書き、法人等の名称、電話番号、ファックス番号及び印影

ク　支払証明書の使途理由欄における法人等の名称、個人名、肩書き及び行事の名称

　　　　市長の交際事務は、多数の関係者との間の信頼関係ないし友好関係を形成・維持することにより市の事務事業の円滑な執行を確保し、ひいては市民全体の利益を図ることを目的とするものである。また、交際に要した経費や交際の相手方については、第三者に公表しないことが通常であり、礼儀にかなうものであると社会通念上考えられている。したがって、本件不開示情報の本号該当性を判断するにあたっては、開示することによる交際の相手方その他の関係者への影響を十分に考慮する必要がある。

上記ア～ウ及びオ～ク（キのうち交際の相手方に関する情報でないものを除く。）は、交際の相手方を識別しうる情報であり、これらを開示すると、交際の相手方に不快、不信の感情を抱かせることになることも考えられる。また、本件行政文書には、市長からの評価・位置付けに関する内容（支出金額の多寡、品物の内容・数量等）も含まれていることから、その評価・位置付けの低かった相手方に不快、不平等の感情を抱かせることになることも考えられる。さらには、交際の相手とならなかった関係者にも、そのような感情を抱かせることになることも考えられる。以上のような事態は、交際の相手方との信頼関係ないし友好関係を損なうおそれがあり、今後の交際事務の円滑な遂行に支障をきたすおそれがあると認められる。

したがって、上記ア～ウ及びオ～ク（キのうち交際の相手方に関する情報でないものを除く。）は、本号に該当する。

ただし、既に公になっている情報又は公になることがもともと予定されている情報については、たとえ交際の相手方を識別しうる情報であっても、開示することによりこのような事態となることはないと考えられる。したがって、上記ア～ウ及びオ～ク（キのうち交際の相手方に関する情報でないものを除く。）のうち、ホームページ掲載情報等については、本号に該当しない。

また、上記エ及び上記キのうち交際の相手方に関する情報でないものについては、交際の相手方を識別しうる情報ではなく、公にすることにより今後の交際事務の円滑な遂行に支障をきたすおそれがある情報であるとは認められないので、本号に該当しない。

　３　交際費の執行に係る行政文書の開示基準について

（１）実施機関は、平成１５年６月３０日に交際費の執行に係る行政文書の開示基準を新たに定め、開示する範囲を拡大し、平成１５年７月１日以後に作成し、又は取得した行政文書について適用することとした。

（２）異議申立人は、これについて、２つの開示基準が存在するのは適当でなく、平成１５年６月３０日以前に作成し、又は取得した行政文書についても新たな開示基準を適用するべきであると主張する。

（３）しかしながら、平成１５年７月１日以後に作成し、又は取得した行政文書については、新たな開示基準を作成し、交際の相手方などの情報を原則開示することを公表するなど一定の周知手続きを踏んだ上で執行された交際費に係るものであるのに対し、平成１５年６月３０日以前に作成し、又は取得した行政文書については、かかる手続きを踏むことなく執行された交際費に係るものである。交際費執行の時期によって、それに係る行政文書の開示が交際の相手方その他の関係者に与える影響が異なるのであれば、開示基準が異なることがあっても不合理であるとはいえない。

（４）したがって、新たな基準は、実施機関の定めるとおり、平成１５年７月１日以後に作成し、又は取得した行政文書についてのみ適用するのが妥当である。

　４　結論
　　　以上のことから、当審査会は、実施機関の本件処分において不開示とされた情報について、冒頭の「審査会の結論」のとおり判断した。
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